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      ＜仮訳ですので、ご利用に当たっては原文をご確認下さい＞ 

 

輸出税還付への支援をさらに強化し、外国貿易の安定した発展を促進することに関す

る国家税務総局を含む 10 の部門の通知＿税总货劳发〔2022〕36 号 

        成文日期:2022-4-20 

各省、自治区、直辖市人民政府，国务院有关部门： 

党中央委員会と国務院の政策決定を徹底して実施し、外国貿易企業の困難を緩和し、輸出入

の安定した発展を促進し、包括的で公正な国際的な規則に沿った政策である輸出税還付（輸出貨

物に対する増値税の還付のことを指す）の効果をよりよく発揮するように援助する為に、且つ、

さまざまな側面から貿易ビジネス環境を最適化する為に、国務院の承認を得て、関連事項を以下

のように通知する： 

 

【１】企業支援政策を更に強化する 

（１）輸出信用保険と輸出税還付政策の関係を強化する。 

     税金還付を申告している輸出企業が、外国為替を徴収できないために輸出信用保険の

補償を得た場合、輸出信用保険の補償は外国為替の徴収とみなして、輸出税還付が処理さ

れたものとする。 （商務部、税務総局、銀行保険規制委員会等が責任負う） 

（２）加工貿易の輸出税還付政策を改善する。 

     加工貿易企業の発展を支援する為に、企業の負担を更に軽減する。輸出製品に対する

課税率と還付率の不一致等の原因により増値税から多額の仮払税額が徴収された場合、企

業の仮払税額控除に組み入れることを許可する。（財政部、税務総局等が責任を負う） 

（３）出国時税還付政策の可能性を探る。 

     海外観光客の買い物に対する出国時税還付政策の地域範囲を更に拡大する。 税金還付

商店の配置を最適化し、質の高い商店が税金還付商店になることを促進し、より大きな集

積効果を形成する。 出国時税還付の便利な支払いや、「購入後、即還付」等の便利な措置

を積極的に実施し、中国に於ける外国旅行者の購入消費を促進し、出国時税還付の規範的

発展を促進する。（财政部、税务总局、海关总署、文化和旅游部、商务部等が責任を負う）  

 

【２】還付処理の利便性をさらに向上する 

（４）輸出業務の「非接触」処理を積極的に推進する。 

     国際貿易の「単一窓口」、 電子税務局等の情報システムの最適化を促進し、輸出企業

が港湾及び貿易の分野で関連する業務に於ける「非接触」方式を採用するように積極的に

指導する。 原則として、輸出企業は、紙の書類を提出することなく、オンラインに依って

電子データ申告をした後、輸出税還付申告等の事項を申請することができる。 税務等の部

門が電子データを確認し、問題がなければ、業務を完了し、オンラインで処理結果を報告

する。 （税务总局、海关总署、交通运输部等が責任を負う） 

（５）輸出税還付の送付資料を引き続き簡素化する。 

     税関、税務等の部門間のデータ共有と接続管理を強化し、委託輸出貨物の税還付申告、
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金融リース商品の輸出税還付申告、来料化工の免税償却申告の関連する提出資料を更に簡

素化する。（税务总局、海关总署等が責任を負う） 

（６）輸出税還付書類の電子申請を積極的に推進する。 

     実情に基づいて輸出企業を支援し、電子化又は紙方法を柔軟に選択して輸出貨物船荷

証券等の輸出税還付申告書類を保管・保存し、書類の収集整理の効率を高める。 税務情報

システムの機能を更に改善して最適化し、電子化方法での提出書類の検証条件を積極的に

作り上げる。 （税务总局、交通运输部等が責任を負う） 

（７）輸出税還付の電子申請水準を大幅に向上させる。 

     輸出税還付申告の利便性を更に向上させ、企業が税務情報システムを介して輸出税還

付申告時に企業の輸出申告情報が自動的に呼び出され、国際貿易の「単一窓口」を介して

輸出税還付申請をする時に企業が購入した輸出品に関する請求書情報が自動的に呼び出さ

れことを実現する。 輸出税還付申請の「記入免除」範囲を更に拡大し、企業が税金還付を

効率的に申請するための便利な条件を作成し、申請効率を更に高める。（税务总局、海关总

署等が責任を負う） 

（８）輸出税還付処理の質と効率を継続的に改善する。 

     2021 年の通常の輸出税還付が平均 7 営業日で完了したことにから、輸出税還付の処理

時間を更に短縮し、2022 年は６営業日以内に短縮する。 ペーパーレス化を全面的に実現

し、税金還付の効率を更に高める。（税务总局牵头，商务部、人民银行等が責任を負う） 

（９）輸出貨物返品の通関効率を更に高める。  

税関と税務部門の協力を深め、「輸出貨物の納税/税金未還付証明」の情報共有を積極

的に推進し、輸出貨物の返品処理の通関手続きを行う際に、此処で情報を確認し、企業は

紙での証明書を提出する必要が無くなり、代わりに共有情報を確認することにより、企業

の返品通関手続きを早める。（税务总局牵头，海关总署等が責任を負う） 

（10）輸出税還付の処理プロセスを最適化及び簡素化する。 

     輸出税還付申請のリスク対応として、「不足容認」方法を採用して税還付処理を先行さ

せ、その後、実際の検証手順を完了させる。 輸出税還付証明の発行申請手続きに於いて提

出する必要のある資料を更に簡素化し、輸出税還付証明の全プロセスに於いてペーパーレ

ス化の実現を積極的に推進する。 企業が輸出貨物の輸出税還付を申請し、自然災害や疫病

等の要因の影響を受けて期限内に外国為替を回収できなかった場合、証明資料の事前提出

は取り消され、企業は今後の参考のために関連資料を保管することができる。 同時に、寛

容と慎重さ、及びリスク制御の原則に従って、証拠資料の範囲は適切に緩和される。（税务

总局牵头，商务部等が責任を負う） 

 

【３】輸出企業のビジネス環境を更に向上する 

（11）企業に於ける輸出業務処理効率の改善を援助する。 

     豊富な宣伝手段と正確な注意内容により、輸出企業に、税関申告、通関、税金還付等

の進捗状況をタイムリーに知らせ、企業の内部管理効率を高めるように導き、輸出書類の

収集と回覧時間を短縮し、輸出税還付の申請を早める。（商务部、海关总署、税务总局等が
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責任を負う） 

（12）越境電子商取引（越境 EC）の健全で持続可能な革新的発展を支援する。 

     越境電子商取引の輸出入の返品・交換の管理を容易にします。 適格な越境電子商取引

に於ける輸出企業が輸出税還付政策を積極的に活用することを奨励、支援する。 各地域の

越境電子商取引の包括的な試験区に於いて、オンラインでの総合サービスプラットフォー

ムの構築を加速する。 越境電子商取引に於ける小売輸出税管理を規制し、輸出企業がオン

ライン上の総合サービスプラットフォームで輸出商品情報を登録し、非課税申請を行うよ

うに指導し、越境電子商取引の輸出貿易の健全な発展を促進する。（商务部、海关总署、税

务总局、外汇局等が責任を負う） 

（13）貿易総合サービス企業の健全な成長を導く。 

     貿易総合サービス企業の税金還付管理処置の代理実施を深化し、一元化された代理機

関により税金還付申請と実地検証の効率を更に高める。 外国貿易総合サービス企業がペー

パーレス方法を採用して輸出税還付申請し、電子的方式で輸出税還付申告書類を管理する

ことを奨励する。 外国貿易総合サービス企業の信用育成を促進し、企業の内部リスク管理

を最適化し、一元化された代理機関による税金還付のリスク管理水準を改善するように指

導する。（商务部、税务总局等が責任を負う） 

（14）情報共有を強化し、企業が誠実に経営するように導く。 

     税関、税務、外国為替等の部門間での信用格付け情報の共有を強化し、市場志向の信

用格付機関を積極的に紹介し、高品質の評価サービスを提供し、輸出税還付の企業管理類

別を適時に調整し、法規制に従い信頼性を深め、不正に対しては懲罰を加える。 輸出企

業が不正行為を迅速かつ積極的に是正し、誠実意識を高めるように指導し、健全な発展を

標準化する。(商务部、人民银行、海关总署、税务总局、外汇局等が責任を負う) 

（15）公正、公正なビジネス環境を積極的に構築する。 

     税務、公安、税関、中国人民銀行、外国為替等の部門間の協力を強化し、虚偽の脱税

などの違法犯罪行為に対して、事後の取り締まりから、事前の正確な防止への転換を促進

する。 虚偽の輸出や不正な輸出税還付等の違法犯罪行為に対して、共同取り締まりを強化

し、輸出企業にとってより良いビジネス環境を構築する。（公安部、人民银行、海关总署、

税务总局、外汇局等が責任を負う） 

 

各地区各部門は、更にコンセンサスを構築し、政策調整を強化し、業務の責任を確実

に実行し、地方局の実情に合わせて、真剣に組織的に実行する必要があります。 税務総局

は、関連部門と共に業務指導を強化し、典型的な経験をタイムリーに要約して広め、政策

実行中に存在した問題を解決するために協力し、各政策措置項目が実際に機能することを

確実にする。 

税务总局 公安部 财政部 

交通运输部 商务部 文化和旅游部 

人民银行 海关总署 外汇局 银保监会 

2022 年 4 月 20 


